
逐次モデルについて

神　　田　　祓　　一

　この小論は連立方程式モデルの推定にかんする議論が端緒となって起ったモデルの

逐次性と相互依存性という問題を逐次性の側からとらえ，逐次モデルの経済分析にお

ける位置を定めるとともに，従来の問題点を整理するために書かれたものである．

　この小論は主としてベンツェル及びノ・ンセンの論文の紹介からなる．1）すなわち，．

第2節及び第3節の後半がそれであるが，第1節は逐次モデルを私なりに定式化して

みたもの，また第3節の前半は従来の推定論を見方をかえて整理してみたものであり，

第4節は主としてベンツェル及びハンセンの論文にたいする私のコメントである．

1逐次モデルの概要
　本節は逐次モデルの概要を説明するのが目的である．議論に入る前に以下のごとく

記号を定めておく．経済理論を方程式の体系として定式化したものをモデルと呼ぶが，

モデルはn個の方程式の体系から成るものとする．理論が説明しようとする変数は内

生変数であり，夕ε（1），ッ‘（2），…，ッz（η）で示し，これらの変数の列ベクトルを芳＝

｛yz（1），…，γ‘（η）｝と書くことにする．ここで添字Zは期間を示す．次にモデルにおい

て内生変数には影響を与えるが，それ自体は体系内の内生変数によって影響を受けな

い変数を外生変数と呼び，κ協（∫）（γ＝0，1，…，ρ；ブ＝1，…，〃ので示す．このモデ

ルにはラグをともなった内生変数夕z．τ＠）（τ＝1，…，4；2＝1，…，η）も含まれている

こ，とがある．外生変数とラグをともなった内生変数は期間’においてモデルにたいし

所与とみなされるから，この2者は先決変数と呼ばれる．先決変数の列ベクトルは

2‘＝｛猶，γ普｝＝｛κz，ズz．1，…，κ‘－p；ッ自，…，夕砕｝である．このベクトルは初（ρ＋1）

＋カ4＝S個の要素をもつ．

　以上で変数の定義をおわり，次にリニヤーモデルを次式のごとく定義する．

（1．1）　・4芳＝β2ε＋C

ここでAはασを要素とする非特異な〃・η係数行列である．またBは厩を要素と

するπ・s係数行列であり，c＝｛61，…，6π｝は定数項である．

　逐次モデルとは，リニヤーモデルの特殊な型としてつぎのふたつの条件を充たすも

1）　R．Bentzel　and　B．　Hansen；［1］．
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のを言う．

1．　内生変数のうち，少くともひとつは先決変数のみから決定され，その他の内生変

数は先決変数及びすでに決定された内生変数からひとつづつ順に決定される．

2．以上の内生変数の決定関係は一方的であり，逆方向に解釈することができない．

　このふたつの条件はモデルがノンリニヤーの場合でも同じである．リニヤーモデル

（1．1）において条件1は内生変数の係数行列Aが主対角要素すべて1の三角行列であ

ることと同値である．この三角行列を・4借としよう．・挙はその要素刷がk∫な

るときゼロ，仁ノなるとき1の行列である．条件1を充たす体系・宇γF8zε＋Cに

おいて条件2が加わるならば，この体系の：番目の方程式において変数ッz（のが2zと

すでに決定されたッε（1），…，yz＠－1）とから一方的な原因結果の関係として決定され

る．次にi＋1番目の方程式では，i番目の方程式において決定された芳◎がyt＠＋1）

を決定する原因となるのである．このようにして期間’の内生変数はひとつづつすべ

て決定される．かくして‘番目の方程式において鋤＝1を係数としてもつ内生変数

芳（りは結果変数と呼ばれ，　2£及び夕ε（1），…，ッ己＠－1）は原因変数と呼ばれるであ

ろう．またこのような一方的な原因結果の関係は因果性と呼ばれる．かくして逐次モ

デルの意図するものは，経済諸量間に存在する一方的な原因結果の関係を記述するこ

となのである．条件1と2を充たさないモデルを相互依存型のモデルと呼ぶことにす

る．相互依存型のモデルは逐次モデルのごとき因果性の記述を目的とせず，ふたつ以

上の内生変数の同時的決定を説くモデルである．条件1を充たさないモデルはもちろ

ん相互依存型であるが，この条件だけでは逐次モデルであるために充分ではないこと

に注意すべきである．D

1）たとえば需要κzDと供給κzsとの各期における瞬間的均衡を説明するモデル

　　　　　絢D＝4ρ‘十6

　　　　　挽8芦cρε一1十ば

　　　　　πzD＝娩S　　　　　　　　　　　（ここでρ‘は価格をあらわす）

　において，内生変数は娩D，勘S，ρzである．需要方程式をρzについて規準化

　し，方程式の順序を入れかえれば，このモデルは

　　　　　…ii閣門ここで一÷弓

　となるが，かは需要方程式においてズ‘Dを説明する変数であり，孝zDによって

　決定される変数ではない．なお以下の鎖述においても，このモデルにおけると同

　じように，本節で用いられた記号夕ε，幼，Zεを必ずしも用いることなく，経済学

　において慣例となっている記号を場合に応じて用いることにする．

　　逐次モデルの内生変数の係数行列が三角になるという条件については，竹内
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∬　逐次モデルの経済理論的基礎

　モデルの逐次性と相互依存性を区別するのに因果性なる概念が強調されたが，逐次

モデルは経済理論的にみてどのような基礎の上にたつものであろうか．逐次性と相互

依存性の区別に対応する経済理論的基礎は，不均衡分析と均衡分析である．動学理論

において均衡分析が各期における経済諸量間の瞬間的均衡を主張するのにたいし，不

均衡分析にあっては均衡は特殊な条件のもとでしか成立しないものとして排除される．

この不均衡法はストックホルム学派の期間分析の主要なトゥールであり，経済理論の

ごく抽象的な段階においてモデルを構成する場合，不均衡法によれば逐次モデルの構

成がつねに可能となるということがベンツェル及びハンセンによって詳細に説明され

ている．1）このようなきわめて高V・抽象度で構成されるモデルはbasic　mode1と呼

ばれ，次のような定義がなされる．すなわち，考察対象たる社会の各経済主体及び各

単一財にた＼・し完全でexplicitな関心の払われてV・るモデルがbasic　modelである二

basic　modelと期間分析の方法との結びつきは次のようなものである．

　経済は経済主体がそれぞれの計画を実現しようと努力することによって発展してい

くのであるが，経済主体の行動様式に注目するならば，彼等はまず前期の結果を評価

し（accounting），その評価によって未来にたV・する期待を生み（expectatlon），期，

待にもとづV・て計画をたて（plan），これを実現しようと努めるくaction）．ところで

計画は必ずしもそのまま実現されるとは限らないから，一般に計画と結果との間には．

くV・違V・が生ずるであろう．ここに期待なV・し計画をあらわす事前的なex　ante変

数と行動なv’しその結果を示す事後的なex　post変数とが区別される．また計画が

ひとたびたてられるならば，事後的な結果に照らして再び新たにたてられるまでの時

間の長さが期間として定義されるのも，以上のごとき考察にもとつくわけである．

　ストックホルム学派の期間分析によればbasic　modelはどんな場合にも逐次モデ

ルとして構成することができるとV・うbasic　mode1の逐次的性格にかんしては，前

記ベンツェル及びハンセンの論文において詳細に展開されているが，ここではのちに

紹介する議論のため，不均衡法にもとついて構成されたモデルの例を引用しておく．

以下の記号はγ：所得，C：消費，∫：投資でo，　b，　cは定数．プライム（’）は事前的

変数であることを示す．

　まず今期において期待される所得は前期に実現された所得の1次函数である．

　清；［3］p．218から示唆を受けたものである．

　　モデルが逐次モデルであるために私が条件1と2の両方をとりあげたのは，逐

　次モデルの意味する因果性を強調せんがためであるが，この点にかんしては溝ロ

　敏行氏からの示唆をいただいた．

1）　R．Bentzel　and　B．　Hansen；［1］，　pp．156～160．
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　　（2．1）　　】r㌔＝σ1y～＿1十α2　　　　　（expectation）

この期待所得のもとで消費者は次のような消費計画をたてる．

　　（2．2）　C’ε＝bl】ρ‘十b2　　　　　（Plan）

一方，投資計画は前記の所得に依る．

　　（2．3）　　1z＝ε1｝ηz＿1十〇2　　　　　　（plan）

われわれの例では，消費及び投資はたまたま計画どうり実現されるものとする．

　　（2．4）　Cz＝C！ε　　　　　　　　　　（action）

　　（2．5）　五＝1ソ¢　　　　　　　　　　　　　（action）

事後的な所得は次のような恒等式をとうして現われてくる．

　　（2．6）　　｝コ＝Cε十∫』　　　　　　　　　（accounting）

かくして期間における変数は残らず決定された．同じ体系は期間Z＋1にたいしても

変数の値を生む．すなわち

　　　　　γ〃£＋1＝α1γ‘＋α2

等々．体系（2．1）一（2．6）、は6個の内生変数を含む6個の方程式の体系からなる逐次

モデルであることが明らかである．

皿逐次モデルの推定

　次に実際にデータを逐次モデルに適用して分析を行う場合について考えよう．まず

逐次モデルの推定はどのようにして行われるであろうか．モデル（1．1）に撹乱ない

し残差項ε声桓（1），…，εz（〃）｝を導入した確率モデル

　　（3．1）　　∠4夕z＝」Bzε十C十θε

を考えよう．、ここでE杉zぴ）2戸0及び飽G）θ彦．τ①＝0（τ＝1，…，のを仮定する．

さて・4＝・宇であるならば，ゴ番目の方程式においてEθ‘①ッ£＠一の＝0が”＝1，…，

仁1のすべてにつV’て充たされていることとE¢ε＠）εε（‘一め＝0が〃＝1，…，i－1

のすべてについて充たされていることとは同値であることが容易に明らかとなる．

Aキ・鮮なるときにはこのような関係は充たされない．以上の関係は次のことを示す

ものである．すなわち，逐次モデルにおいては各方程式の残差項の間に相関が存在し

なければ，各方程式に原因変数として入ってくる内生変数とその方程式の残差項には

相関が存在しないということである．よって逐次モデルにおいては残差項の間に相関

が存在しないものと仮定しよう．この仮定とEθε（の¢一τG）＝0なる仮定からEε6①

θε一τσ）＝0＠キ元，τ＝1，…，のが導かれる．このような仮定のもとでは，個々の方

程式に，結果変数を被説明変数，原因変数を説明変数として別々に最小自乗法を適用

して，パラメータの不偏かつ一致の推定値を得ることができる．この場合，残差項には

特定の分布を仮定しなくてもよい．これがウォルトのいわゆるdistribution・freeな

る方法であるが，管理実験が不可能であり，正規分布の仮定の充たされないことが多

い経済現象の分析においてかかる方法をとりあげたことは彼のmeritとして注目さ
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れる．1）なおこの場合，残差に正規分布を仮定すれば最小自乗推定値は最尤推定値と

一
致する．2）

　さて前節でみるとおり，逐次モデルの一般性が保証されるのは不均衡法にもとつく

basic　mode1においてであったが，　basic　modelを用いて直ちに実証分析を行うこ

とができるわけではない．現実の経済分析において適用可能なモデルはきわめて高い

抽象度で論じられるbasic　modelにたV・し，変数の消去，　aggregation，その他の

単純化を行V・，データを適用することができるような型としたderived　modelであ

る．このようなderived　modelにおV・てもなお逐次性が保証されるであろうか．ふ

たたびベンツェル及びハンセンはさきに例示した国民所得モデルを用いて，モデルに

逐次性が失われ相互依存性の現われる3つの理由をあげている．3）

　1　モデルには事前的変数と事後的変数の2通りが含まれているが，事前的変数の値

はこれを知ることができない．従ってデータを適用して分析を行う際にはモデル（2．1）

一（2．6）から事前的変数を消去し，事後的変数のあいだの関係

　　（3．2）CF∂1普｝乞1十b2栄　ここでb1普＝α1b1，　b〆＝b2十α2b1

　　（3，3）　　∫i＝01れ＿1十c2

　　（3．4）　　yi＝Cz十1z

　を用いて分析を行う．従ってもしわれわれが消費の事前的関係を示すパラメータb1，

∪を推定しようとしても，直接には推定可能でない．そこでb1，　b2を直接に推定出

来るようにするため，新たに変数ッF巧一γ’‘（期待されない所得）を定義し，この

変数を確率変数と考える．｝コ＝γ’¢＋抄を（2．1）に代入し，（2．1）一（2．6）から事前

的変数を消去すれば，体系

　　（3．5）C‘＝bl　yl十δ2十Zz　ここで2z＝－bly‘

　　（3．6）　　五＝cl　yi＿1十c2

　　（3．7）　yレ＝Cε十五

が得られる．この体系は相互依存型である．この例は，事後的変数と事前的変数との

差を確率変数と考えることによってモデルに逐次性が失われ，相互依存性の現われる

ことがしばしば起りうることを示している．

　2次に問題となるのは時間にかんするaggregationの結果である．単純化のため，

事後的変数のあV・だのみについて成立する関係（3．2），（3．4）と，（3．3）のかわりに

投資が外生変数Zによって決定されるという仮説から導かれる（3．3）’∫＝尺Z）を

加えた体系（3．2），（3．3）’，（3．4）を考えてみよう．ところでこのような逐次モデル

1）H．Wold；［5］．

2）たとえばL．R．　Klein；［2］，　PP．111～113．なおH．　Wold；［4］をも参照．

3）　RBentzel　and　B．　Hansen；［1］，　pp．160～164．
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の単位期間はストックホルム学派のきわめて短い単位期間であるから，実際にデータ

を適用して分析を行う際には，モデルにたいし数期間にわたるaggregationを行V’，

より長い時間間隔にたいして成立する関係を決定しなければならない．いまかかる長

い時間間隔一これを1年としよう一が＠＋1）単位期間を含むものとすると，

1年間について成立する消費，投資，所得のあいだの関係は

（3．8）　ΣG．に歴Σれ．詞＋b2㌣η＋1）

（3．9）　　Σ五＋乞＝（〃十1）FてZ）

（3．10）　．Σyz＋⇔ΣC‘＋汁五＋z

　である．ここで合計はゴ＝Oからηまで行われる．Σρ．乞，Σ五．乞，Σ｝7．乞をそれぞ

れ，Cτ，み，γアと書く．カが大で体系が発散的でないかぎりΣy垣．佳Σy）・‘＝γr

である．次に比較の便宜上Z＝yを一1と仮定すれば，1年間について成立する関係は

（3．11）Cr＝b1聾㌃十β2　ここで、B2＝bぷ（η十1）

（3．12）∫勿＝g（γ｝－1）　　ここでg＝（η十1）F

（3．13）　y㌘＝Cr十∫τ

　となって，相互依存型のモデルが得られる．結局時間にかんするaggregationが

相互依存性をもたらしたことになる．

　3　1単位期間内のaggregationもまたderived　modelに相互依存性の生じる原

因となる．V・まbasic　modelがA，　B，　C，　DとV・う四つの経済主体の行動を記述

するものとする．そしてBの行動はAの行動に，Cの行動はBの行動に，　Dの行動は

Cの行動にそれぞれ依存するものとしょう．このときderived　mode1を構成する際

に，AとCにかんする量につV・てaggregationを行V・，　BとDにかんする量につV・

てagre99ationを行うことが必要となるならば，このようなaggregationを行うこ

とによってderived　modelは相互依存型のものとなるであろう．

　以上のごとき3つの理由によってderived　modelに相互依存性が生じうるならば，

逐次モデルの経済分析における立場は，たとえばウォルトの主張するごとき，4）一般

的なものではないであろう．従って逐次モデルの実証的分析における適用可能性ない

し有用性がどの程度のものであるかを吟味するためにはベンツェル及びハンセンによ

って提起されたこれら3つの理由を詳細に検討していかなければならないであろう．

この作業は，もちろん，この小論においてはたすことのできることではなく，あとに

ゆづりたい．私はこれまでにとりあげてきた議論について簡単なるコメントを与える

とともに，今後の解決の方向についての私見を述べることによって本稿をむすびたい

と思う．

4）H．Wold；［4］～［6］．
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W結論にかえて
　連立方程式モデルとして逐次型が優れているか相互依存型が優れているかという問

題は，最初推定上の問題から起ったことは周知である．ところで小論においてとりあ

げてきたベンツェル及びハンセンの行論はこの問題にたいし経済理論からする接近を

行い，私見によれば，次のごとく問題解決の方向を示したものである．

　1　モデルの逐次性と相互依存性とをわける経済理論的な基礎は均衡分析と不均衡

分析にある．

　2ストックホルム学派の期間分析によれば，basic　mode1が不均衡法によってつ

ねに逐次モデルとして構成されうる．

　3　しかしbasic　modelがつねに逐次型であっても，それからみちびかれるderived

modelには相互依存性の現われる充分なる理由が存在する．

　従って今後になさるべき点は，前節でも述べたごとく，derived　modelに相互依

存性の現われる3つの理由の検討である．これらの理由は逐次モデルが動学モデルと

してきわめて一般的な性質をもつというウォルトの主張にたいして否定的な解答を与

えるには充分であろう．なかんずく，第2の理由は逐次モデルを実際の分析に用いよ

うとする場合致命的なものとなることが考えられる．第1の理由については，相互依

存性をもたらす原因となった確率変数の導入という手続きが一般的であるかどうかが

問題となるし，また第3の理由については，このような理由そのものが納得のゆくも

のであるかどうかについての疑いももたれるのである．ところで第2の理由について

考えてみるかぎり，解決の示唆は理論的な面からの接近ではなく，個々の分析対象に

応じた実証的接近によって得られるように思われる．単位期間の長さは分析対象によ

って異るのであり，農産物の供給にみるごとく，1年前の価格によって決定される関

係も存在するわけである．
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